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株式売買契約書
　X株式会社（以下「甲」という。）とY株式会社（以下「乙」という。）とは、甲がA株式会社（以下「A」という。）の発行済株式を乙に対し売却することに関して、以下のとおり合意し本契約を締結する。
第1条（売買の合意）
　本契約の各条項に従い、甲はAの発行する普通株式〇〇株（以下「本件株式」という。）は、乙に売り渡し、乙はこれを買い受けるものとする（以下「本件売買」という。）。
第2条（売買代金）
　本件売買の対価として乙が甲に対し支払う金額（以下「売買代金額」という。）は、金〇〇〇〇円とする。
第3条（売買の実行）
1.甲は、〇〇年〇〇月〇〇日、本契約書末尾記載の甲の事業所において、売買代金額全額の支払と引き換えに、本件株式を表彰する株券（以下「本件株券」という。）全部を、乙に引き渡すものとする。
2.乙は、本件株式の引渡と引き換えに、前項に定める事業所において、売買代金額全額を現金にて、甲に交付し支払うものとする。
3.第1項に基づく本件株式の引渡により、当該引渡の辞典で、本件株式に係る甲の全ての権利、権限、及び株主としての地位が乙に譲渡され、移転するものとする。
第4条（解除）
1.甲又は乙が第3条（売買の実行）に定める義務に違反した場合において、相手方が当該当事者に対し、書面により当該違反の是正を催告したにもかかわらず、当該書面が到達してから14日以内に当該違反が解消されないときは、相手方は、当該当事者に対する書面による通知をもって本契約を解除することができる。
2.甲及び乙は、第3条（売買の実行）に基づく本件売買の実行の後は、いかなる理由によっても本契約を解除することはできないものとする。
第5条（税金及び費用）
1.各当事者は、本契約又は本件売買に関して自己に課される税金を、課税理由の如何を問わず自ら支払い、相手方に対して当該税金に関する請求を一切行わないものとする。
2.本件売買が実行されるか否かにかかわらず、各当事者は、本契約又は本件売買の交渉、準備、締結、若しくは実行に関連して発生したすべての費用（弁護士、会計士、投資銀行その他の代理人及びアドバイザーの費用）それぞれ負担するものとする。
第6条（守秘義務）
1.各当事者は、相手方の書面による事前の承諾を得ることなく、本契約の存在及び内容に　　　
関する一切の情報並びに本契約の締結又は履行の過程で取得した相手方の情報を、本契約の履行以外の目的のために使用してはならず、第三者に開示、提供又は漏えいしてはならない。但し、以下の各号に該当することを立証できる場合を除く。
（1）相手方から取得した時点で、当該情報が公知であった又は公に入手可能であった場合
（2）相手方から取得後、当該情報が自らの責に帰すべき地涌によらずに公知となった場合
（3）相手方から取得した時点で、既に自ら保有していた場合
（4）相手方から取得後、正当な権限を有する第三者から秘密義務を負うことなく入手した場合
（5）法律上または行政上の開示の要請に基づき、当該要請を事前に相手方に通知した上で開示する場合
（6）自ら依頼した弁護士、会計士、投資銀行その他の代理人又はアドバイザーで、本条と同等の義務を負うものに対して開示する場合
2.前項に基づく義務は、本契約の終了後も3年間は存続するものとする。
第7条（協議）
本契約の定めのない事項又は本契約の解釈につき疑義を生じた事項については、甲及び乙または誠実に協議し円満な解決を図るものとする。
第8条（反社会的勢力の排除）
1.甲及び乙は、相手方に対し、本契約締結以前及び本契約に基づく、本件売買の実行が完了するまでの間、事故及び事故が実質的に経営を支配している会社ならびに乙に関しては、その下請け等が次の各号に該当し、かつ各号を遵守することを表明し、保証し、誓約する。
（1）反社会的勢力（「暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律」に定義する暴力団及びその関係団体又はその構成員、総会屋、社会運動標榜ゴロ、政治活動標榜ゴロなど暴力、威力、脅迫的言辞や詐欺的手法を用いて不当な要求を行い、経済的利益を追求する団体もしくはその構成員又は個人。（以下「反社会的勢力」という。））でないこと。
（2）主要な出資者、役職員又は実質的に経営に関与する者が反社会的勢力でないこと。
（3）反社会的勢力を利用しないこと。
（4）反社会的勢力に財産的利益又は便宜を供与しないこと。
（5）役員等が反社会的勢力と親密な交際や密接な関係がないこと。
2.甲及び乙は、前項について自己の違反を発見した場合、直ちに相手方にその事実を報告するものとする。
3.甲及び乙は、相手方が全各項に違反した場合、催告その他何らの手続を要することなく、直ちに本契約及び個別契約の全部又は一部を解除することができるものとする。この契約解除は、損害賠償の請求を妨げるものではない。なお、契約解除を行った当事者は、当該解除によって相手方に生じた損害につき賠償する責に任じるものではない。
第9条（ADR手続合意）

1.本契約に関して当事者に争いが生じたときは、当事者は裁判外紛争解決手続の利用の促進に関する法律に基づき、民間紛争解決手続により解決を図るものとし、 当該解決のため一般社団法人日本民事紛争等和解仲介機構に和解判断を依頼し、当該判断を最終のものとしてこれに従うものとする。
2.民間紛争解決手続に関する一切の事項は、一般社団法人日本民事紛争等和解仲介機構（http://www.jacmo.org/）の定める規則によるものとする。
3.前2項による民間紛争解決手続によっても、なお紛争解決に至らず、裁判手続に移行する場合、（当事者の一方）の住所地を管轄する地方裁判所を第1審の管轄裁判所とする。
年　　月　　日
（甲）
（乙）
（契約監修）
＊JACMO契約管理会員の場合、JACMOの表記が可能です。
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